国の卸売市場法の改定と、東京都の市場条例の改定について
改正卸売市場法の概要（東京都公開資料から抜粋）
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今回はここに着目する
「開設区域の廃止」とは何を意味するのだろうか。結論から言うと、『卸→仲卸→小売』という区域における市場流通の原則を無くすことである。それは、卸の第三者販売（卸→小売）を可能とし、合わせて仲卸の直荷引を認めることで辻褄を合わせているかのようで、その実、我々にとって危機的な変化であることを伝えたい。

現行法では、各地方自治体が中央卸売市場を開設するに時は、開設区域を明示する。卸売市場が担う区域を定めることで、その市場への集荷を担う「卸」と市場からの分配を担う「仲卸」の機能が働き始め、全国の生産者、出荷者との流通が構築される。

「卸」「仲卸」は私企業でありながら公設卸売市場の流通を担うに当たり、卸売市場独特の取引規制（卸の第三者販売の禁止、自己買受の禁止、など）を順守して、開設区域に即した価格形成と維持に努める。その市場業者が自己の利益に偏らないための取引規制（ルール）が、緩和の名のもとに骨抜き、削除されるのが今回の法改正の著しい特徴である。それは何をもたらすのか皆さんにも想像してほしい。

実に、開設区域の存在こそが、当該卸売市場の公共性の基盤であり、当該地域のための公正公平な市場流通の効果をもたらす仕組みそのものである。それを廃止しなければならないのは、前号に取り上げた、仲卸の存在を苦境に追いやり、一般消費者にも不利益をもたらしかねない「第三者販売」と「直荷引」などの規制緩和を可能にするために表裏一体なのである。また、これでは卸売市場に地域の税金を投与する根拠も失い、この大赤字施設豊洲市場の行く末が危ぶまれる（施設や各使用料の高騰、財政難を理由の民営化）。

[bookmark: _GoBack]　卸売市場法の目的は、各地域と全国の生産者が公正公平に結びつきあえることを目的として定められた。それを緩和するとは、誰かの利己的な企みを可能にする事に他ならない。これが「改正」なのか見当がつかない、これは他人ごとでは済まされないものだ。
